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第二部
グローバル人材育成のための 
国際ビジネスコミュニケーション・プログラム
河内　智子
　神奈川大学経営学部は2021年度より、時代に対応した新しいカリキュラム
を編成し、実施する予定である。新カリキュラムには3つの「特色のあるプ
ログラム」が設置される。本稿ではそのうちの一つである「国際ビジネスコミュ
ニケーション（IBC）・プログラム」を設置する背景及びプログラムの教育目標、
概要、ニーズ分析の結果について論じる。
1.　背景
1.1　 加速化するグローバル化社会の要請に対応するグローバル人材
育成戦略
　技術革新の進展によりグローバル化は加速度的に進行し、企業の生産・販売、
個人の労働・消費に関する地理的・物理的制約は縮小している。そのような
状況下で社会・経済活動の一翼を担うためには広く世界に目を向け、国際舞
台で異文化を背景とする他者と協働し、また時には対峙していくことが求め
られる。特に少子化の加速により国内の労働・販売市場が縮小していく日本
においては、国際市場で積極的に活躍できる人材の育成が国家的急務である。
　こうした情勢を受け、政府は2010年に新成長戦略実現会議を、続いて2011
年には関係閣僚からなる「グローバル人材育成推進会議」を設置した。また
その下には関係の副大臣・政務官等からなる「グローバル人材育成推進会議
幹事会」が設置され、翌2012年6月に「審議まとめ」を取りまとめた（グロー
バル人材育成推進会議, 2012；鈴木, 2018；吉田, 2014）。ここで、「グローバ
ル人材」は以下のような要素を兼ね備えた人材であると定義された。
　〇要素Ⅰ： 語学力・コミュニケーション能力
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　〇要素Ⅱ： 主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・
使命感
　〇要素Ⅲ： 異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー
　また、これからの社会の中心を担う人物に期待される資質として「幅広い
教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと（異質な者の集団
をまとめる）リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー」な
どが挙げられた（p.8）。
　この「まとめ」の中で、大学教育が抱える諸課題として高等教育の国際展
開の推進が挙げられ、具体的な方策として英語による授業や留学の義務化等
の特色あるカリキュラムの促進が提唱された。加えて、18歳から20歳代前半
頃までに1年間以上の留学ないし在外経験を有する者を8万人規模に増加させ
るとともに海外からの留学生の受け入れも促進し、戦略的な留学生交流を推
進することが提起された。
　こうした政策を後押しするために、2013年10月には文部科学省が留学促進
キャンペーン「トビタテ！留学JAPAN」を開始した。同キャンペーンでは
2020年までに大学生の海外留学を12万人へと倍増させることを目標とし、官
民協働で「グローバル人材育成コミュティ」を形成し、将来世界で活躍でき
るグローバル人材を育成するための「官民協働海外留学支援制度～トビタテ！
留学JAPAN日本代表プログラム～」が2014年に始動した（文部科学省）。
　また、こうした動きに先立って2008年には文部科学省、外務省、法務省、
厚生労働省、経済産業省、国土交通省の省庁横断的な動きとして2020年まで
に受け入れ留学生30万人を目指す「留学生30万人計画」が打ち出され、大学
等のグローバル化推進の一環として原則英語のみによる学位取得を可とする
など、英語のみによるコースを大幅に増加し、国際的な教育研究拠点づくり
を推進することがうたわれている（文部科学省、外務省、法務省、厚生労働省、
経済産業省、国土交通省, 2008, p.2）。
CLIL, EAP, EMI を基盤としたグローバル人材育成
19
1.2　大学における英語による授業（EMI）開講の推進
　前述のような官民主導の「グローバル人材」育成の要請に呼応する形で、
大学の教育現場でも英語による授業（English Medium Instruction、以下
EMI）科目を提供する動きが広がっている。学部段階において「英語による
授業」を実施している大学の数は2008年度時点で190大学（約26％）だったが、
8年後の2016年度には309大学（42％）と1.6倍に増えている。また、「英語に
よる授業」のみで卒業・修了できる学部も2008年度の7大学8学部から2016
年度には38大学65学部へと8倍以上に急増している（文部科学省, 2010；
2019）。
　Brown（2016）が全国のEMI提供大学を対象に実施した調査によると、各
大学がEMIプログラム導入の理由として第1位に掲げたのは「日本人学生を
国際市場に送り出す準備のため」、第2位は「日本人学生の英語力向上のため」、
第3位は「日本人の志願者を呼び込むため」であった。また、第7位には「外
国人学生を呼び込むため」という理由も挙げられた（回答数82）。
　こうした大学の国際化戦略が拡大する一方で、EMI科目開講にまつわる問
題も浮上してきた。第1点目の問題としては各大学内におけるEMI科目受講
者の少なさが挙げられよう。Brown（2016）によると、EMI科目受講者の比
率は全学生数の1割以下であると回答した大学が全体の8割以上を占めていた。
さらに、半数以上の大学がEMI科目受講者比率は全学生数の5％以下である
と回答していた。つまり、EMIプログラムを提供する大半の大学において、
実際にEMIプログラムを履修する学生数はほんの一握りであるということが
見て取れる。
　また、2点目として挙げられるのがEMI科目を受講する学生の英語力の不
足とそれに対する大学側の語学面での支援の欠如である。Breeze（2014）に
よると、EMIで学修を達成するためには英語圏の高等教育機関への入学要件
と同等の、ヨーロッパ共通言語参照枠（CEFR）B2レベルの英語運用能力が
必要とされる。また、Sugimoto（2019）による日本の大学生を対象とした調
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査では、EMI 科目で学習効果をあげるためには CEFR B1 相当にあたる
TOEFL PBT 540-550程度の英語運用能力が必要だという結果が出ている。し
かし、EMIプログラムを提供する多くの日本の大学の学生の英語運用能力は
そうした水準に達していないため、EMI科目を履修する学生が授業内容を難
しすぎると感じたり、途中で履修をやめてしまう事態が生じている（Chapple, 
2015）。日本の大学におけるEMI導入の最大の障壁は日本人学生の英語運用
能力の不足だといえよう（Brown, 2016；Chapple, 2015；Kuwamura, 2018；
Tsuneyoshi, 2005）。
　さらに、こうしたEMI科目を履修するに足る英語運用能力を欠く学生に対
する体系的な語学面での支援・指導が充分に提供されてこなかったことも問
題視されている（Brown, 2016；Chapple, 2015；Kuwamura, 2018）。そのため、
留 学 生 を 受 け 入 れ る 多 く の 英 語 圏 の 大 学 同 様、English for Academic 
Purposes（EAP）プログラムを設置してEMI科目と連動する形で英語による
アカデミックスキルを身に付けるよう指導することが本邦大学におけるEMI
プログラムの維持・継続・発展に欠かせないとの指摘がある（Brown, 2016；
Foss, 2018；Kuwamura, 2018；Strong, 2019）。具体的にはAcademic Word 
List、アカデミックリーディング・ライティング、プレゼンテーションスキル、
質問スキルなどのアカデミックイングリッシュの指導のほか、内容言語統合
学習（CLIL）メソッドの導入、シェルター型内容指導、少人数クラスでのチュー
トリアル型指導の導入や、プログラムへのエントリー段階で一定の英語能力
要件を設け、段階的により高次のEMI科目履修につなげる方法などが提起さ
れている（Chapple, 2015）。
　一方で、EMI科目の提供を実施していく中でこうした、学生の英語力不足
及び語学支援の必要性を認識し、支援体制を構築していったプログラム例も
見られる。例えば創価大学経済学部International Program（IP）は1999年度
から2001年度にかけて経済学系のEMI科目によるEMIプログラムがパイロッ
ト実施されたが、その後徐々にEAPなどの語学指導とアカデミックスキル指
導を行う“adjunct English component”（Aloiau, 2008, p.107）が追加され、
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現在では学期の進行に伴い、受講生の履修するEMI科目が英語力向上から内
容理解に力点をシフトするような形で最終的には留学生と机を並べてEMI科
目を履修できる力を身に付けさせるような段階的な支援体制が組み込まれて
いる（Honma, 2008；創価大学経済学部インターナショナルプログラムHPより）。
　また、新潟大学のInternational Studies in Economics and PoliticsのEnglish 
Medium Studies Modulesにおいても、2013年度よりEMI受講に向けた段階
的支援体制が構築され、英語担当教員が担当する英語重視のSoft CLILから、
英語担当教員・専門科目担当教員が共同で担当するブリッジ科目を経て、最
終的に専門科目担当教員のみが国際関係や国際経済の科目をHard CLILのア
プローチで開講する科目を履修できるような建付けになっている（Iyobe & 
Li, 2018）。
　さらに、立教大学経営学部国際経営学科バイリンガル・ビジネスリーダー・
プログラム（BBL）においても一年次後期と二年次後期にEAPを提供し、二
年次後期には「やや易しめの英語による「専門教育科目（Basic Courses）」
とその科目に対応する“ESP（English for Specific Purposes）”の授業を同時
に受講」し、三年次からは「講師が易しめの英語で講義をするSheltered 
Course と、 英 語 圏 の 大 学 で の 講 義 と 同 じ レ ベ ル の 英 語 で 展 開 さ れ る
Mainstream Coursesを受講する」（立教大学経営学部BBLホームページより）
標準的履修パターンが提示されている。
　また、2019年度に開設されたばかりの中央大学国際経営学部は設置科目の
7割以上が外国語（主に英語）による授業となっているが、専門必修の5科目
については「通常の授業（使用言語：英語）に加えて、授業の内容をフォロー
し、理解を深めてもらうためのチュートリアル授業（使用言語：英語+日本
語もしくは中国語）を実施」（中央大学国際経営学部HPより）している。
　しかし、上記のプログラムは、創価大学IPを除けば入学当初から比較的高
い英語運用能力を有する学生を主対象とするものが多く、例えばCEFRのA2
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レベルといった、基礎的な英語運用能力しか持っていない学生を対象とする
EMIプログラムは限られている。そこで、入学当初は英語運用能力が限られ
た学生を入学後に集中的に指導し、EMI科目の履修や中・長期海外留学プロ
グラムへの参加が可能になるレベルまで引き上げるプログラムの設立には意
義があると考えられる。
1.3　 神奈川大学経営学部国際経営学科におけるグローバル人材育成
の取り組み
1.3.1　Business Study Abroad Programme （BSAP） in Malaysia
　神奈川大学経営学部国際経営学科においても近年、グローバル人材育成に
向けて、様々な取り組みが行われてきた。その最たるものが2013年度より開
始した、マレーシアの提携大学において英語で経営学を学ぶことのできる
Business Study Abroad Programme（BSAP）in Malaysiaへの学生の派遣で
ある。同プログラムへはここ数年、年間50名規模の学部学生を派遣しており
（図1）、毎年学内志願者が増加し、選考合格倍率が上がるにつれ、派遣に際し
ての選考基準となるTOEFLの点数が上がっている。また、推薦系入試の面
接時に入学志望動機としてBSAPへの参加を口にする学生も多く、大変人気
のあるプログラムとなっている。
　また、BSAPの知名度と人気が上がるにつれ、波及効果として国際志向の
学生が増えた結果、全学の派遣交換留学プログラムへの参加学生数も増加傾
向にある。図1に示す通り、ここ数年間は20名規模の学生を学部から海外提
携校へ派遣している（参考：学部の入学定員は530名）。こうした傾向には全
学の派遣交換留学プログラム提携校の増加も寄与していると考えられるが、
BSAP始動以来、長期留学に向けて学生の英語力向上を支援するカリキュラ
ムが導入され、教員の間にも長期留学をそれまで以上に後押しする雰囲気が
醸成された。そうした流れを受けて学生の英語力及び国際志向が高まった結果、
そのような志向を持つ志願者が集まるという好循環が生まれていると言えよ
う。
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1.3.2　EMI科目の提供と交換留学生の受け入れ
　また、神奈川大学経営学部では2016年度にEMI科目の提供を開始している。
その主な目的は（1）交換留学生の受け入れ、（2）BSAP等派遣交換留学から
帰国した日本人学生の英語力の維持、（3）日本人学生の英語力の向上、である。
（1）に関しては、経営学部のある湘南ひらつかキャンパスでは日本語初修者
向けの日本語プログラムがなかったこともあり、それまでほとんど交換留学
生受け入れの実績がなかった。そこで交換留学生を受け入れ、キャンパスの
国際化を図るためには日本語未修の留学生を受け入れることが不可欠であり、
そのためには英語で専門科目を開講することが必須条件であるという認識の
もと、英語母語話者の英語科目担当教員やバイリンガルの専門科目担当教員
に依頼してEMI科目を設置したのである。
　その結果、2016年度後期以降、交換留学生を受け入れることが可能になり、
図2に示す通り、その後人数の変動はあるものの、毎学期交換留学生を受け
入れている。交換留学生の存在はキャンパスの活性化と国際的な機運の向上
をもたらし、特に国際志向の高い日本人学生たちに大いに国際交流のモチベー
ションと刺激を与えてきた。
図1：経営学部から海外提携校への派遣留学生数の推移
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　上記のように派遣・受け入れ留学生の増加やEMI科目の設置を通じて学部
の国際化が拡大路線で進展してきた一方で、他の日本の大学の例同様、派遣
留学プログラムに参加する学生やEMI科目を履修する学生に対する充分な学
習支援体制が追いついていない状況があるのもまた事実である。もちろん
BSAP参加学生に対しては英語学習や生活面についての事前研修を年々充実
させ、また派遣交換留学に送り出す学生に対しても事前研修を行ってきた。
しかしEMI科目を修得するために必要な英語面・アカデミックスキル面での
体系的な支援は実施してきていないため、例えば英語でのレポートの書き方
を知らないまま海外の大学に派遣され、現地で苦労したという話や、英語に
よるグループディスカッションの経験がないため渡航当初、現地学生とのディ
スカッションにうまく参加できなかったという声が留学先から帰国した学生
より聞かれる。
　また、学内のEMI科目について言えば、これまで、EMI科目を履修するた
めの要件も特段設定されてこなかったため、シラバスを見て履修したいと考
えた学生は英語力のいかんを問わず履修できるような制度になっている。そ
のため、EMI科目受講生の中には英語力や英語によるアカデミックスキルが
低いためディスカッションやプレゼンテーションに充分貢献できないような
日本人学生と、既に派遣元の大学等でEMI科目を多数修得済みの非常に高い
図2：経営学部新規受入交換留学生数の推移
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英語能力を有する交換留学生（及びその中間に位置する留学経験のある日本
人学生等）が混在しており、前者は授業内容や課題に苦戦する一方、後者は
授業の難易度や他の学生の授業への貢献度の低さに物足りなさを感じるとい
う、双方にとってフラストレーションのたまりやすい状況が生じている。また、
授業の担当教員にとってもそのような多様な英語力及び学習準備段階にある
学生を相手にどのように授業の難易度を設定すべきか悩ましい状況である。
　学部のグローバル人材育成に向けた基本的な制度が整ってきた今、より体
系的に国際教育を支援する制度設計を学部のカリキュラムに組み込む段階に
きていると言えよう。以上が、この度の国際ビジネスコミュニケーション
（IBC）・プログラム設置計画にいたった背景である。
2.　国際ビジネスコミュニケーション（IBC）・プログラムについて
2.1　教育目標
　IBCプログラムの教育目標は、変化が激しく多様でボーダーレスな社会に
おいて批判的思考・コミュニケーション能力を有し、国際的な視野で自律的
かつ協働的に問題発見・解決にあたり、国際ビジネスの知見を活かして持続
可能な社会の発展に貢献できるグローバル市民の育成である。つまり、ただ
英語を自由に操ることができるというだけではなく、グローバル化の進行と
ともに複雑化し、様々な矛盾や問題をはらむ現代社会において様々な選択肢
を検討し、多様な意見や文化的背景を持つ他者とコミュニケーションを取り、
課題解決に向けた道筋を探り、実行することのできる国際人を育てることが
命題である。
2.2　プログラム概要
　上記目標の下、IBCプログラムでは、学生が学内外で英語で国際ビジネス
について学び、議論できるようになるため、学生の英語運用能力やアカデミッ
クスキルに応じて入学時から段階的に必要な支援（足場かけ）を提供し、卒
業時までに中長期海外留学プログラムへの参加とEMI科目の修得をさせる。
また、その過程でCLILメソッドを用いて多文化社会・グローバル社会におけ
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る、持続可能な開発目標（SDGs）（外務省）に代表されるような諸課題への
理解を深め、グローバルな職場環境で働くために必要な能力・態度を涵養する。
したがって、対象とする学生層は、入学時点では必ずしも高度な英語運用能
力を持っていなくとも異文化及び国際理解・異文化コミュニケーション・言
語学習・国際経営・海外留学に対して強い意欲と高い潜在能力を持つ者である。
2.3　プログラム内容・認定レベル・要件
　IBCプログラムは認定制のプログラムである。IBCの認定を希望する学生は、
原則として卒業時までに以下の要件を満たす必要がある（図3）。
　（1） プログラム参加時点でTOEFL ITP 420点程度を取得
　（2） 一年次に専攻英語科目としてのIBC Englishの履修【4科目（8単位）】
　（3） （2）の修得後、ブリッジ科目としてのIBC Bridge【1科目（2単位）】
とIBC演習【1科目（2単位）】のペア履修
　（4） BSAPもしくは中・長期交換留学プログラムへの参加
　（5） 学部開講のEMI科目の履修【3-5科目（6-10単位）】
上記要件を満たした学生は、（4）のEMI科目の修得数に応じてIBCプログラ
ムレベルAもしくはレベルBの認定を受けることができる。
　ただし、プログラム参加時点でTOEFL-ITPスコアが400点以上420点未満
の学生については専攻英語科目のPre-IBC English【4科目（8単位）】とブリッ
ジ科目のPre-IBC演習【1科目（2単位）】を履修した上で学部主催の短期留学
プログラムであるSA（Study Abroad）プログラムに参加することでCレベ
ルの認定を受けることができる。また、上記の学生が一年次後期開始時点ま
でにTOEFL-ITPで420点を取得した場合は後期からIBC Englishを履修し、
Bレベル認定の対象となることができる。一方、TOEFL-ITPで500点以上の
点数を取得した学生についてはEMI科目の履修は3科目以上でA認定を受け
ることができる。これは、通常全学の派遣交換留学プログラムに参加した場合、
BSAP参加時に比べて現地で履修して学部に持ち帰ることのできる単位数が
限られているためである。さらに派遣交換留学プログラムの参加要件には現
状、BSAPよりも高いTOEFL等の基準が求められる。そうした学生の派遣交
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換留学への参加を促すための措置である。
図3：IBCプログラムの認定レベルと参加要件（予定）
認定
レベル
TOEFL 
ITP（目安）
留学 専攻英語科目 ブリッジ科目 EMI修得科目数
A 450+
交換留学
BSAP
IBC English
4科目（8単位）
IBC Bridge
1科目（2単位）
+
IBC演習
1科目（2単位）
5科目（10単位）or
3科目（6単位）+TOEFL500
B 420-449 3科目（6単位）
C 400-419
SA
各言語
Pre-IBC English
4科目（8単位）
Pre-IBC演習
1科目（2単位）
―
2.4　IBCプログラム科目概要
　IBCプログラムで提供する各科目の概要は下記のとおりである。
2.4.1　IBC English（レベルA-B）
　IBC Englishは前・後期を通じて週4回開講され、内容はEAPとCLILの二
本の柱で構成される予定である。
◦ EAP：学内及び留学先でEMI科目を履修する際に必要となるアカデミッ
クリーディング、ライティング、スピーキング、リスニングの基礎力を
習得することを目標とする。具体的には、リーディングについてはアカ
デミックテキストの構造を理解し、論旨とそれを支える例証を特定でき
るようになることを目標とする。ライティングではアカデミックなトピッ
クについてのパラグラフライティングから始め、最終的にはエッセイが
書けるようになることを目指す。リスニングについては、まずは英語講
義の形式や構造を把握した上で、平易な講義の内容を聞き取って概要を
理解し、ノートテイキングができるようになることを目指す。スピーキ
ングについては講義やテキストの内容に基づき、平易なディスカッショ
ンで自分の批判的意見を発信することができるようになることを目標と
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する。また、その過程でアカデミックな語彙を修得する。
◦ CLIL：政治、経済、先端技術、SDGsなど、国際社会の諸問題について
英語で読み、聞き、書き、話すことができるようになることを目標とする。
また、こうした地球規模の課題についてグループワークやディスカッショ
ンを行う過程で批判的思考や他者と協働する能力、異文化に対する興味・
関心を涵養し、自らの意見を論理的かつ明確に発信できるようになるこ
とを目指す。このような授業内の取り組みは後の海外留学の際に現地で
取り組む課題発見・解決型プロジェクト遂行のための土台作りとなると
同時に、自立したグローバル市民としての判断力や実践力の習得にもつ
ながるものである。
2.4.2　IBC Bridge（レベルA-B）
　文字通り、IBC EnglishからEMI専門科目への橋渡しをする科目である。
より専門性の高い英語による講義に対応できる力を養うために、比較的一般
的な内容の国際ビジネス、経営、国際社会の諸問題を英語で学ぶ。講義は全
て比較的易しい英語で行われ、テーマ毎にグループディスカッションを行い、
自分の意見を論理的に主張できる力を養う。またIBC演習科目のサポートを
受けながら、講義内容に関連するテーマを設定し、自分なりの問題発見、解
決案の提案という形で論文を作成し、それに基づいたプレゼンテーションを
行い、建設的批判の方法も同時に修得する。
2.4.3　IBC演習（レベルA-B）
　IBC Bridgeのサポート科目であり、IBC Bridgeとペアで実施される少人数
のチュートリアル型科目である。IBC Bridgeで使用する教材を正確に読解す
ると共に、関連教材を大量に読み込み要約する訓練を行うことにより、より
高次の英語による講義科目に対応できるスピードを持った読解力と国際ビジ
ネス関連の語彙力を強化する。また、論理的文章構成による英語論文作成の
方法と自分の意見を明確かつ効果的に発表できるプレゼンテーションスキル、
建設的批判、論理的な討議の方法を身に付ける。
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2.4.4　Pre-IBC English（レベルC）
　IBCプログラムの英語での講義科目への準備と共に、SAや海外インターン
シップでより多くの成果を上げるため、またTOEFL・TOEICのスコアアッ
プを念頭に基本的文法能力・語彙力・読解力・リスニング、スピーキング力
の獲得・向上を目指す。国際メディアの経済、政治、先端技術、SDGs関連話
題を題材とし、正確な読解をベースにリスニング、スピーキング力を付ける。
またアカデミックライティング及びビジネスライティングの基礎を修得する
と同時に語彙力増強を行う。
2.4.5　Pre-IBC演習（レベルC）
　国際ビジネス、経営、国際社会の諸問題を比較的平易な英語で学ぶ。英語
での講義を理解するための文法的、語彙的サポートも行う。また、テーマ毎
にグループディスカッションを行い、論理的な討議の方法を身に付ける。講
義日程の後半では取り上げた題材に関連して自分なりの問題発見、解決案の
提案という形で論文を作成し、それに基づいたプレゼンテーションを行い、
建設的批判の方法も同時に修得する。
2.4.6　テーマ型プロジェクト（レベルA-C共通）
　また、上記のTOEFL得点及び科目履修要件のほか、IBCプログラム参加学
生には各留学プログラムへの参加中、各自の選んだテーマについて現地でリ
サーチをするプロジェクトに取り組むことと、帰国後にリサーチ結果につい
て報告することが求められる。テーマ例としては、例えばマレーシアであれ
ば「多文化国家のメリットとデメリット」「イスラム金融」「水資源の活用」
などが考えられる。IBC English、Pre-IBC English、IBC演習、Pre-IBC演習
等で学んだトピックについて現地調査を通じて自らの目と足で確かめ、調査
した結果を同級生や後輩にフィードバックする学びのサイクルを促すことが
目的である。
3.　留学先で求められるアカデミックスキルについてのニーズ分析
　次に、主に2.4.1 IBC English（レベルA-B）で扱うEAPについて、BSAP
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に参加した学生及び派遣交換留学中の学生に対して実施したアンケート調査
の結果を紹介する。本アンケートの目的は、中・長期留学中に学生たちが英
語で開講される授業を受講する中で、どのようなアカデミックスキルを重要
だと感じ、また難しいと感じたのか情報収集することにより、今後IBCプロ
グラムのカリキュラムでどのようなスキル領域に重点をおいてEAPを提供し
ていく必要があるかニーズ分析をすることであった。
3.1　調査方法
　調査の方法および対象者は下記のとおりである。
　（1） 2018年10月～ 2019年9月にマレーシアのマルチメディア大学にBSAP
派遣留学した学生（26名）：帰国後ガイダンス時に質問紙を配布し、そ
の場で回答してもらった（有効回答数25）。
　（2） 2019年12月時点で派遣交換留学中（2019年2月～ 10月に渡航）の学生
（14名）：FeelnoteというSNSアプリを用いて国際課経由で質問紙をデー
タで送り、回答をデータファイルとして返送してもらった（11分名回収、
有効回答数11）。
　質問紙はOjima（2019）及びCheng, Myles, & Curtis（2004）を参考に作成
したもので、Listening, Reading Speaking, Writingの各技能ごとに必要と思
われるアカデミックスキルを列挙し、それぞれについて重要度と難易度を5
段階（「低い」：1 ～「高い」：5）で評価してもらい、最後に留学中に重要だ
と感じたスキルや渡航前に身に付けておきたかったスキルについて任意で記
述回答してもらった。
3.2　調査結果
　図4に示す通り、重要度については4.5以上の高い評価が一番集中していた
のはListeningの領域であった。授業中の講義、指示、グループディスカッショ
ン時のクラスメートの発話のほか、授業外での日常会話の理解や諸手続きに
関する説明等の聞き取りも重要であると留学経験者たちが感じていたことが
明らかになった。同じ受容的技能であるReadingについては、シラバス等は
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時間をかけて読めば理解が可能なのに対し、口頭での指示・説明・講義・ディ
スカッションの内容についてはその場ですぐに理解しないと授業についてい
けない、課題が出せない、話についていけない、等の困った事態に陥るため
他者の発話を聞き漏らすまいと緊張感をもって臨む学生たちの様子が伝わっ
てきた。また、そもそも渡航前に彼らが受けてきた英語教育におけるインプッ
トの比重が音声情報よりも文字情報に偏っていることも根底にあると考えら
れる。
　事実、産出的技能であるSpeakingとWritingを比較した際にも同じように
回答者たちが音声アウトプットのSpeakingをより重要だと感じていることが
分かる。Speakingについては3項目で4.5以上の評価がつけられている。中で
も学生たちが一番重要だと感じているのがプレゼンテーション、次に少人数
グループディスカッションでの発話、そして授業外の学生・知人との対話と
続いている。留学から帰ってきた学生から、とにかく現地の授業ではグルー
プワークやプレゼンテーションを沢山させられた、という話を聞くが、英語
教育に限らず、日本の学校教育全般でまだまだ訓練の不足している領域であ
ると言えよう。一方のWritingに関しては、4.5以上の評価がついていたのは
「エッセイ（3-9p）」のみであった。10ページ未満のエッセイを課題として出
題される機会が多いようである。記述回答にも「最も苦戦したのは、英語で
レポートを書く時」「英文でのレポート、エッセイの書き方…（を）渡航前に
知識として…覚えておくだけで変わって来るとは思います」といったコメン
トが見られた。　
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図4：留学中の英語学習に関するアンケート回答結果（N=36）
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　興味深いのが難易度についての評価で4.5以上の項目がなかった点である。
学生が各スキルについて難易度が極めて高いとは感じていなかった理由の一
つに、「渡航前に必要なスキルは留学中に身につけていくものだと感じていた」
（記述回答より）可能性が挙げられる。つまり、難易度の高さはある程度事前
に予測していたため、難しいが習得できないレベルではないと評価していた
可能性がある。また、特に、BSAP経験者については質問紙に回答したのが
帰国後であったため、渡航直後は難しいと感じていたが、終わってしまえば
何とかなったので振り返ってみるとさほど難しくなかったと評価した可能性
もある。
　難易度で4.0以上の評価がついていたのはいずれもReading内の項目で「専
門分野単語理解」と「学術論文理解」の2項目であった。シラバスや諸手続
き等、比較的平易な英文であれば理解ができるが学術レベルの語彙・テキス
トには苦戦している様子がうかがえる。
　上記の結果より、今後IBCプログラム内のIBC EnglishやIBC演習で力を入
れて指導していく必要のあるアカデミックスキルは下記のとおりであると考
えられる。
　（1） Listening ： 講義・授業内外の指示・グループディスカッションの聞
き取り
　（2） Reading ： 学術的な文書の内容・要点理解、アカデミックな語彙の
習得
　（3） Speaking ： グループディスカッションにおける発話、プレゼンテー
ション
　（4） Writing：3 ～ 9ページ程度のエッセイの書き方
　（4）に関しては、今回の調査対象ではなかった別の留学経験者からも口頭で、
留学中に困ったこととして「渡航後いきなりMLA形式でレポートを書く課題
が出て戸惑った」との声が寄せられた。英文アカデミックライティングの形
式や文献の引用・参照方法は、独特で形式の定まった物であるため、事前に
指導し、経験を積ませることが、EMI科目受講の足場かけとして重要である
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と言えよう。
　今回の調査は人数も対象となった派遣先も限られていたため、今後さらに
対象者を広げ、またインタビューなどを通じてより深くニーズを掘り下げて
いく必要がある。さらにIBCプログラムの授業を実施していく中で学生の様
子を見ながら改善・調整を重ねて行く必要があるが、まずは新カリキュラム
のEAPで重点的に扱う必要のある領域についての予備的な示唆を得ることが
できたのは有意義であった。
4.　まとめと今後の課題
　本稿では、変化が激しく、ヒト・モノ・カネの移動がますます活発化して
いく現代社会において、官民を挙げてグローバル人材育成の要請が国家戦略
として掲げられてきたこと、またそうした要請を受けて大学側もEMI科目の
提供をはじめとした国際化戦略に取り組んできた経緯について概観した。また、
そうした情勢の中、神奈川大学経営学部が近年取り組んできたグローバル人
材育成について、今一歩段階を進め、学生の中・長期派遣留学プログラムへ
の参加やEMI科目の履修を促進すると同時に体系的に語学面・アカデミック
スキル面で支援・足場かけを提供してより質の高い国際教育を実現すべく、
IBCプログラムを設置する意義とIBCプログラムの概要について論じた。さ
らに、留学プログラム参加学生に対して実施したアンケート調査の結果を通じ、
IBCプログラムのカリキュラムにおいてどのようなEAPの領域に特に力を入
れていくべきか考察した。
　最後に、今後カリキュラムの細部を詰め、実施していくにあたり注意が必
要な点を2点挙げておきたい。1点目は、IBCプログラムのカリキュラムの複
雑性である。IBCプログラムは前述の通り、英語の習得状況に応じてA, B, C
の3つのレベルに分かれ、例えば当初Cに参加した学生も一定のTOEFLスコ
アを取得した時点でA、Bへの移動が可能である。また、A、Bレベルの認定
を希望する学生は、いずれかのタイミングで中・長期留学プログラムに参加
する必要性があるが、現時点で留学が可能な時期は一番早くて一年次後期、
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一番遅くて四年次後期とかなり幅がある。したがって、例えばBSAPに一年
次後期から参加した学生は、帰国後の二年次後期に IBC English や IBC 
Bridge、IBC演習科目などを履修する必要がある。こうした一人ひとりの学
生の動きを把握し、必要な時期に必要な科目や試験等を適宜受けるよう指導
していくためには学生本人及びプログラムに関わる教員だけではなく、事務
職員のサポートが欠かせない。したがって、EMI科目及びIBCプログラムの
運営や各種留学プログラムとの連携を漏れなくスムーズに遂行していくため
には専任のスタッフの配置が不可欠である。Chapple（2015）も指摘するよう
に、EMIプログラムの運営やバイリンガルなアカデミックリテラシーの育成
を実現するためにはそうしたプログラムをカリキュラムの見栄えをよくする
ための装飾的な要素として捉えるのではなく、学部教育の根幹をなすものと
して認識し、専任職員の配置をはじめとした事務的サポートを整備すること
が肝要である。
　2点目の注意点は、IBCプログラムを語学力を強化するだけのプログラムに
終わらせてはいけないという点である。先述のグローバル人材育成推進会議
（2012）で定義された「グローバル人材」が兼ね備えているとされる資質のう
ち、一つ目の「語学力・コミュニケーション能力」が最も数値化しやすく、
とかく注目されがちであるが、グローバルな課題について異なる文化的背景
を持つ他者と共に協働して取り組んでいくためには二つ目の「主体性・積極性、
チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」や三つ目の「異文化に
対する理解と日本人としてのアイデンティティー」も同様に欠かせない要素
である。こうした資質を育むべき日本の大学の国際教育のあり方については
吉田（2014）の指摘が示唆に富んでいる。
こうしたグローバル問題を考えるための知識を学生に与え、解決するた
めの能力を培うことで、グローバル人材は育成されるのであり、キャッ
チアップ的なグローバル人材ではなく、世界をリードするような人材を
育成する気概が必要であろう。学生が海外留学でそのような視野の拡大
が可能となるような配慮、グローバルな問題を他国の学生と議論できる
ような英語教育が必要であろう。（p.36）
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　IBCプログラムでは学生の語学力向上もさることながら、様々なグローバ
ル課題について知識と考えを深め、批判的思考力と異文化理解能力を育成し、
主体性と責任感を持ってグローバルな課題解決に向けて行動することのでき
る人材を育てていくという使命を念頭に置いてカリキュラムを実現していき
たい。
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